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論　　説

　抄　録　ネットワークを介して国境を越えて特許権が侵害されるとき，国際裁判管轄や準拠法の渉
外的要素を含む問題と，特許法の属地主義の問題が同時に惹起される。現在の知的財産権法によって，
ネットワークを利用した新しいサービスの十分な保護が図れているだろうか。また，出願人は，国際
裁判管轄，準拠法，そして特許法の属地主義による権利行使の制約を踏まえた上で，発明をいかに権
利化するかを権利取得段階から意識し，日本および海外の複数国で強い特許権を取得できているだろ
うか。
　本稿では，初めに，渉外的要素を含む知的財産権訴訟において問題となる，国際裁判管轄および準
拠法に関する法令および裁判例の要点と，複数主体による侵害の類型について概説し，次に，ネット
ワークを介した国外からの特許権侵害の具体的事例について検討し，最後に，越境に強いクレーム・
ドラフティングや出願戦略と，関連する条約および国内法改正の動向とについて説明する。
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1 ．	はじめに

「属地主義」とは，知的財産分野に足を踏み
入れてすぐに覚える語であるが，実務に携わる

ようになると，渉外担当者の一部を除いて，問
題，議論となることはほとんどない。そして，
必要な知的財産権を必要な国に出願する，とい
う場合においてのみ記憶の片隅に呼び起こされ
るだけである。
しかしながら，近年，インターネット等のネ
ットワークを利用したサービスと，そのサービ
スにまつわる特許権は増加し，特に，外国企業
がネットワークを介して世界各国のユーザへ提
供するサービスは，クラウドコンピューティン
グ，IoT，ASP（Application Service Provider），
3Dプリンタ等の新しい技術を利用して，多様化
とともに飛躍的に増加している。この中でも1990
年代以降に急激にその数を増大させてきたボー
ン・グローバル企業の台頭は目覚しく，起業時
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からネットワークを駆使して複数の外国市場に
参入し，国際的に事業を展開している。例えば，
日本のウェザーニューズ社（WEATHERNEWS 
INC.），米国のUBER社（UBER TECHNOLOGIES 
INC.）等がこれに当る。このようなインターネ
ット等のネットワークを利用して複数国に提供
されるサービスの特許権が侵害され，訴訟にお
いて争われる場合，①国際裁判管轄や準拠法の
問題，②特許法の属地主義の問題，③複数主体
の問題等が同時に惹起されやすい。
例えば，海外に所在する者が，日本を含む複

数国の特許権を侵害するプログラムをネットワ
ーク上で提供し，各国のユーザがそれをダウン
ロードして使用する場合を考えてみる。サービ
ス提供者の多くは，自国にサーバを設置するか，
クラウドサーバを活用し，そのサービスを多数
の国のユーザに対し提供する（図１参照）。
ユーザの多くは，これらのサービスがどこか
ら提供されているかは意識せず，享受するサー
ビスが自国の特許権を侵害しているかを気にと
めることはない。また，個人のユーザがプログ
ラムを「業」として使用しない場合も多く，「業」
として使用している場合であっても，多数の個
人ユーザを被告として訴訟を行うことは現実的
ではない。

図１　インターネットを介した拡散的侵害

したがって，海外のサービス提供者に対して

訴訟提起することが考えられるが，その際，実
体法である特許法における侵害・被侵害の審理
に先立ち，手続法において国際裁判管轄および
準拠法の問題が生じる１）。第１の国際裁判管轄
の問題は，当該事件を我が国の裁判所が判断で
きるのかという問題である。第２の準拠法の決
定の問題は，当該事件をどの国の法令に準拠し
て判断するかという問題である。そして，国際
裁判管轄や準拠法が判断された後，実体法にお
いて特許権侵害の有無等が判断されるが，ここ
で属地主義の原則，すなわち，特許権の効力は
特許権が成立した国以外に及ばないという原則
に起因する問題が起こりうる。
特許権の登録国，侵害の原因行為地，侵害の

結果発生地，訴訟提起される国，選択される準
拠法が一致する場合，国際裁判管轄の有無，準
拠法の選択，特許法上の属地主義は，通常，問
題にならない。しかし，登録国外からネットワ
ークを介して特許権が侵害され，かつ侵害者が
複数いる場合，誰を，どの国の特許権に基づい
て，どの国で訴訟提起し，どの国の法律に基づ
いて，どのように訴えるかを考えなければなら
ない。そして，この状況を権利取得段階から予
測できていないと，たとえ，ネットワークを利
用したサービスの発明について，一または複数
国で特許権を取得していても，そのクレームの
記載内容や取得したカテゴリによっては，いず
れの国においても権利行使が困難な価値の低い
権利を保有することとなりうる。したがって，
この問題を回避するためには，国際裁判管轄や
準拠法等の渉外的要素が絡む問題と，特許法上
の属地主義，複数主体の問題を踏まえた上で，
発明をいかに権利化し，出願するか，権利取得
段階から意識して対応することが必要である。
そこで本稿では，初めに，国際裁判管轄，準
拠法，特許法上の属地主義と域外適用，ならび
に複数主体の要点について概説する。
そして，事例による検討と，その検討を踏ま
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えたクレーム・ドラフティングおよび出願戦略
を述べ，最後に，条約および国内法改正の動向
について説明する。

2 ．	現行法および裁判例の要点

2．1　国際裁判管轄

（1）国際裁判管轄の規定
「国際裁判管轄」とは，渉外的要素を含む民
事事件が，どの国の裁判所の管轄に属するかと
いう問題である。特許権侵害訴訟を我が国の裁
判所に提起しようとする際には，実体法の審理
に先立って，そもそも我が国の裁判所がかかる
事件を審理しうるかという国際裁判管轄の有無
について審理される。そして，裁判管轄権（以
下，「管轄権」という。）がない場合，請求は却
下される。
国際裁判管轄は，以前は明文の規定が置かれ
ておらず，もっぱら最高裁判所の判例法理に委
ねられていたが，平成18年に「法の適用に関す
る通則法」が制定され，平成23年に国際裁判管
轄の規定を設ける民訴法改定がなされた。
現行の民訴法において，国際裁判管轄は第３
条の２～第３条の12に規定されており，主に知
的財産権に関係する点を概説する。

（2）知的財産の専属管轄権
知的財産に関する管轄は，

①  特許権の存否又は効力に関する訴えの管轄権
は，その登記が日本においてされたものであ
るとき（同法３条の５第３項）

②  登記又は登録に関する訴えの管轄権は，登記
又は登録をすべき地が日本国内にあるとき
（同条第２項）
に，日本の裁判所に専属する。例えば，日本の
裁判所は，日本の特許権の有効または無効につ
いては専属的に管轄権を有し，逆に外国の特許
権については当該管轄権を有さず，訴えは却下

される。
特許権侵害訴訟については，直接的な規定は

なされていないため，他の規定（第３条～第３
条の12）によって管轄の有無が判断される。

（3）被告の普通裁判籍
いわゆる被告の普通裁判籍は，

①  自然人の場合は，住所・居所が日本国内にあ
るとき等（同法第３条の２第１項）

②  法人などの場合は，主たる事務所，営業所，
代表者等の住所が日本国内にあるとき（同条
第３項）。

に日本の裁判所が管轄権を有する。したがって，
被告の企業が日本法人であれば，外国特許権の
外国における侵害行為であっても日本で訴訟す
ることができる（サンゴ砂事件）２）。

（4）契約上の債務に関する訴え
契約上の債務に関する訴え（同法第３条の３）
において，特に知的財産権訴訟に関係しうる規
定として，
①  財産権上の訴えの場合，差し押さえることが
できる被告の財産が日本国内にあるとき（同
条第３号）

②  被告の事務所又は営業所が日本国内にあると
き（同条第４号）

③  日本における業務に関するものであるとき
（同条第５号）
等は日本の裁判所に訴訟提起可能である。よっ
て，被告が外国企業であっても，日本で業務を
行っていたり，差し押さえるべき財産を日本に
有していたりする場合には日本の管轄が認めら
れうる。

（5）不法行為地の管轄
１）損害賠償請求と不法行為地の管轄
特許権侵害訴訟において争点となりやすいの

は，不法行為地管轄である。不法行為地管轄（同
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法３条の３第８号）は，「不法行為があった地
が日本国内にあるときは日本の裁判所が管轄権
を有する」と規定されている。ただし，「外国
で行われた加害行為の結果が日本国内で発生し
た場合において，日本国内におけるその結果の
発生が通常予見することのできないものであっ
たとき」（同条但し書き）を除く，と規定され
ている。
したがって，国外からのネットワークを介し

た知的財産権侵害であっても，結果発生地が我
が国であるとして，日本の裁判所に管轄権があ
ることを肯定できる場合もあるだろう。ただし，
ネットワークを介してサービスを展開する被告
企業が，日本のユーザの利用を想定していなか
った事案（例えば，日本からのアクセス制限を
している場合等）においては，但し書きが適用
される可能性もあると考えられる。
２） 損害賠償請求と不法行為地の管轄において
証明すべき事項
同条の「不法行為があった地が日本国内にあ

る」といえるには，何を，どの程度証明すべき
かについて従前より学説・裁判例がわかれてい
たが，最高裁（円谷プロダクション事件）は，「原
則として，被告が我が国においてした行為によ
り原告の法益について損害が生じたとの客観的
事実関係が証明されれば足りる」とした（客観
的事実証明説）３）。
すなわち，不法行為に基づく損害賠償請求（民
法709条）の要件は，一般的には，
（a）原告の被侵害利益の存在
（b） 原告の被侵害利益に対する被告の行為，

故意過失
（c）損害の発生（およびその額）
（d）（b）と（c）との相当因果関係
であると理解されているが，そのうち，不法行
為地管轄の有無について具体的に証明するべき
事項は，
（a）原告の被侵害利益の存在

（b）’ （我が国における）被告の行為
（c）’ （我が国における）損害の発生
（d）’ （b）と（c）との事実的因果関係
が証明されれば足り，故意過失や，相当因果関
係等の立証は管轄段階では必要としないと解さ
れている４），５）。
３）原因行為地と結果発生地
（b）’の要件では，日本の裁判所に管轄権があ
るためには，被告の行為地，すなわち不法行為
地が我が国であることが必要である。
そして，「不法行為地」には，「原因行為地」
と「結果発生地」が含まれると解されており，
この場合，
①  「原因行為地」が我が国であることの立証は，
（b）’の行為が我が国で行われたことの立証が
あれば足り，

②  「結果発生地」が我が国であることの立証は，
損害発生地が我が国であることの立証があれ
ば足る

と説明されている６）。
原因行為地と結果発生地が異なる場合を「隔
地的不法行為」といい，ネットワーク経由の知
的財産権侵害はその典型的な例の一つである。
ネットワーク経由でＡ国から侵害行為が行われ
ている場合に，原因行為地はＡ国，結果発生地
は日本であるといえれば，（a）原告が日本に特
許権を有し，（b）’被告がネットワークを介して
日本においてサービスを提供し，（c）’日本にお
いて損害が発生し，（d）’被告の行為と損害の事
実的因果関係を立証することで，日本での訴訟
が可能である。ただし，結果発生が通常予見可
能することができないものであったとき（３条
の３第８号）には適用が除外されるため注意が
必要である。
４）差止請求と不法行為地管轄
では，知的財産権の侵害訴訟において，差止

請求も，損害賠償請求と同様に，不法行為地管
轄（民訴法５条９号）により提起しうるか。
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この点については，最高裁は，不正競争防止
法の差止請求は民訴５条９号の「不法行為に関
する訴え」に含まれるとしている７）。また，知
財高裁も，特許権侵害において積極説を採るこ
とを判示している８）。
また，密接な関係にある差止請求と損害賠償

請求は，後述の客観的併合によっても国際裁判
管轄が肯定されうる。
５）併合請求
併合請求には，客観的併合（同一の原被告間

における複数の請求を同一の訴訟手続で審理す
る場合）と，主観的併合（複数の原告が１つの
訴えを提起する場合，または，複数の被告に対
し１つの訴えを提起する場合）とがあり，
①  客観的併合の場合，我が国の裁判所の国際裁
判管轄を肯定するためには，両請求間に密接
な関係が認められることを要する５）。

②  主観的併合の場合，「訴訟の目的たる権利義
務が数人において共通な場合」，「同一の事実
上及び法律上の原因に基づく場合」において
のみ認められる（民訴法第38条）。
典型的には，特許権侵害の差止請求と損害賠

償請求の客観的併合や，被告を海外親会社と日
本子会社としたい場合に主観的併合ができる場
合がある。

2．2　準 拠 法

「準拠法」とは，ある渉外要素を含む問題の
解決において適用される法律である。したがっ
て，日本の裁判所において，米国特許法を準拠
法として，米国における米国特許権侵害につい
て訴訟提起することも可能である２）。国際裁判
管轄は，複数の国に管轄を認めても不都合はな
いが，準拠法は複数の法を適用することはでき
ないため，理念上，当該問題に最も密接に関係
する国の法律を準拠法とすべきである。
最高裁（カードリーダー事件）６）では，以下

の通り判示されている。

①  特許権の効力の準拠法は，条理に基づいて，
当該特許権の登録国の法律である。

②  特許権に基づく差止め及び廃棄請求の準拠法
は，当該特許権の登録国の法律である。

③  特許権侵害を理由とする損害賠償請求の準拠
法は，「原因タル事実ノ発生シタル地」（法令
11条１項）による。
同判決の後，平成17年に「法の適用に関する

通則法」において準拠法が規定され，③の法令
11条１項は，現在では通則法17条本文において
「加害行為の結果が発生した地」として規定さ
れている。また，同条但し書きには，「結果の
発生が通常予見することができないものであっ
たときは，行為が行われた地」とされている。
したがって，ネットワーク経由でＡ国から日

本に対して侵害行為が行われている場合は，原
則，加害行為の結果が発生した地である日本法
が適用される。
また，日本における訴訟で外国法が適用され

る場合であっても，外国法では不法だが日本法
では不法でない場合（通則法第22条第１項）は，
日本法が累積的に適用されて，請求が却下され
る（例えば，後述する米国特許法の積極的誘導
侵害等）。また，損害賠償についても同様に，
日本法で認められる損害賠償の範囲でしか請求
できないため（同条第２項），米国のいわゆる
三倍賠償を日本の裁判所で請求することはでき
ない。

2．3　属地主義と域外適用

（1）属地主義
特許権の属地主義はパリ条約第４条の２で定
められ，その解釈について初めて言及した最高
裁判決（BBS事件）９）は，属地主義とは「各国
の特許権が，その成立，移転，効力等につき当
該国の法律によって定められ，特許権の効力が
当該国の領域内に置いてのみ認められる」とし
ている。すなわち，各国はその産業政策に基づ
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き，発明につきいかなる手続きでいかなる効力
を付与するかを各国の法律によって規律すると
いうものである。
我が国の特許法では，通常，日本国特許権が，

外国における行為によって侵害されることはな
い。日本で特許権を有する製品の模倣品が海外
で製造され，その模倣品が日本に輸入され譲渡
される場合は，輸入および譲渡については特許
権侵害となるが，海外における製造行為自体は
侵害とはならない。一方で米国は，そのプロパ
テント政策がよく知られるように，特許権の効
力が強大で拡張されており，米国国外の行為に
対しても米国特許権の効力を及ぼす「域外適用」
が米国特許法に規定されている。

（2）米国における域外適用
米国特許法は，原則として，直接侵害（米国
特許法第271条（a）項）は米国内における行為に
限定しつつも，間接侵害等は，例外的に海外で
の行為に特許権の効力が及ぶ場合，すなわち「域
外適用」がある。
例えば，米国では，特許製品を完全に組み立

てずに，組み立て可能な部品のセットで積極的
にその組み立てを示唆して海外に輸出する行為
（第271条（f）項），海外で特許された方法により
製造されたものを米国に輸入する行為（第271
条（g）項）は，米国特許権侵害となる。また，
販売者が米国の市場に流入することを知って特
許発明の主要部となる部品を外国で販売する行
為を，間接侵害（第271条（c）項）とした例もあ
る10），11）。
さらに，米国特許法271条（b）項（特許権侵害
を積極的に誘導する者は，特許権の侵害者とし
て責任を負う）との規定は，米国外の行為（例
えば，米国外において米国特許権の技術的範囲
に属する製品を製造し，米国に輸出等する行為）
についても適用されると解されている。
このような米国特許法の域外適用に対して

は，特にインターネット上の技術等を想定して
域外適用を広く認めるべきという肯定的意見
や，特許権の効力の域外適用は国際的な特許制
度調和を阻害するとの否定的意見がある12）。

（3）日本で域外適用が争点となった裁判例
１）カードリーダー事件
我が国の特許法には，域外適用は規定されて
いない。最高裁（カードリーダー事件）６）では，
属地主義の原則を採り，「米国特許法271条（b）
項のように特許権の効力を持たない我が国の法
律のもとにおいては，これを認める立法または
条約がない限り，特許権の効力が及ばない，登
録国の領域外において特許権侵害を積極的に誘
導する行為について違法ということはできな
い」ことを判示し，日本における，米国特許法
第271条（b）項に相当する海外からの積極的誘導
行為の違法性を否定した。
また，同多数意見は，特許権侵害を登録国外
で積極的に誘導する者の損害賠償責任を認める
ことが我が国の産業政策上必要であるならば，
立法的に解決すべきものであることを示唆する
ものと考えられている13）。法改正の議論の状況
は後述するが，現在までに立法はない。そのた
め，国外からネットワークを介した特許権侵害
行為が，日本において特許法上は違法でない積
極的誘因侵害と訴訟において認定される可能性
もあり，判決の予見性が低い状況にある。
２）モータ事件
一方で，海外に所在する外国法人の「譲渡の

申出」の行為が，我が国における侵害と認めた
知財高裁判決（モータ事件）がある８）。
本判決では，韓国法人Ｙ（「以下，Ｙ（韓）」

という。）が，原告が有する日本の特許権の技
術的範囲に属するイ号製品について，日本に向
けて日本語および英語表記で，販売問い合わせ
先として日本の拠点（東京都港区）の住所等を
掲げてイ号製品問合せのウェブサイトを開設し
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ていることや，日本でＹ（韓）の営業担当者が
イ号製品の営業活動しているらしいこと，日本
の住所が記載された名刺を使用していること，
被告物件が現実に日本で流通している可能性が
高いこと等を総合的に評価し，Ｙ（韓）による
「譲渡の申出」の発信行為またはその受領とい
う結果が，我が国において生じたと認定して，
差止請求および損害賠償請求の国際裁判管轄を
肯定した。
本判決は，韓国法人Ｙの韓国における行為に
対して域外適用を認めたのではなく，Ｙの「譲
渡の申出」が，日本における行為と判断され，
不法行為に基づく国際裁判管轄，差止請求およ
び損害賠償請求が認められているといえる。
したがって，海外に所在する企業がネットワ
ークを介して侵害品プログラム等を日本のユー
ザに提供する場合であっても同様に，ウェブペ
ージによる広告・宣伝の記載や，日本における
営業担当者の存在や，現実に侵害品が日本国内
に流通していること等の証拠をもとに，日本に
おける「譲渡の申出」が行われていると認定で
きる場合があるだろう。しかし，インターネッ
ト上のウェブサイトは世界中から閲覧可能であ
るため，単に日本の需用者がウェブページの広
告を閲覧可能であっただけで，日本における「譲
渡の申出」とするのは妥当ではない14）。
３）ADSLモデム事件
外国法人を被告とする場合に，日本の裁判所
の管轄権の有無が問題となるが，その日本子会
社がある場合はどうか。ADSLモデム事件15）は，
米国法人Ｙと，その日本子会社Ｙ’を被告として，
Ｙが，間接侵害品にあたるチップを米国で製造
し，日本法人訴外Ｚに対して米国で販売し，Ｚ
が日本国内に輸入等していた事案である。判決
において，訴外Ｚの行為は間接侵害であり，Ｙ
の営業行為はＺの行為の教唆・幇助と評価でき
るとして，Ｙの不法行為地管轄を肯定し，ＹとＹ’
の共同不法行為責任（民法719条）を認めた。

同判決を考慮すると，ネットワーク経由でＡ
国法人がＡ国から日本の市場に対して侵害行為
を行う場合に，日本のユーザ（直接又は間接侵
害者）の教唆・幇助行為（同条第２項）として，
Ａ国法人の不法行為地管轄が肯定できる場合が
あるのではないか。もっとも，外国法人が海外
で譲渡した侵害品が日本に輸入された事案で，
属地主義の原則の観点から外国法人の不法行為
地管轄を否定した裁判例（エピクロロヒドリン
事件）16）もあり，ネットワーク経由での侵害に
限らず，外国における教唆・幇助行為に関する
不法行為地管轄の有無の判断は流動的である。

2．4　複数主体の類型・侵害関与者の責任

ネットワークを利用したサービスの特許権侵
害の場合に，国際裁判管轄や準拠法の問題に加
え，「複数主体」の問題も同時に起こりやすい。
従来から，情報・通信産業は，プログラムのモ
ジュール化や分業により複数主体の問題を生じ
やすい産業である。さらに，ネットワークを利
用したユーザとの双方向性があるサービスが増
加し，事業者とユーザとの複数主体の構造も多
く見られ，一部の侵害関与者が国外に存在する
場合もある。このような「複数主体」の問題は，
以下のケースが典型的である。
①  方法特許（方法クレーム）の構成要件（発明
特定事項ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ）を複数者で分担し
て侵害する場合

②  海外の模倣品製造者と国内の輸入・販売者
③  海外の親会社と国内の子会社，または国内の
親会社と海外の子会社

④  海外のサービス提供者と国内のユーザ
そして，①～④のいずれにおいても，複数主

体の一方が海外に所在する場合に，国際裁判管
轄や準拠法の問題と，属地主義の問題が生じる。
この場合，法的観点からは，第一に，各主体に
よってどのような侵害行為がなされているかが
問題となり，第二に，各主体の侵害行為につい
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ての国際裁判管轄の有無や準拠法が問題となる。
第一の「複数主体」の各主体の侵害行為は，

法令や判例により以下のとおり類型化される17）。
１）直接侵害にあたる場合
複数者の行為それぞれが特許権侵害の要件を
満たす場合（製造者と販売者，等）
２）間接侵害にあたる場合
特許法101条に規定される行為
３）共同正犯型
複数の被疑侵害者Ｙ，Ｚで方法特許の工程を
分担して実施する場合等の，ＹとＺに共同して
特許権侵害を発生させる意思がある場合。また，
共同不法行為者としての損害賠償責任（民法
719条１項前段）も肯定される。
４）間接正犯型
現実に実施行為を行うＺが，Ｙの下請け等で
あってＹの「手足」になっているにすぎない場
合，Ｙが実施行為の全体を行っていると評価す
ることができる18）。
５）教唆・幇助型
教唆（他人をして不法行為の意思決定をなさ

しめ，これを実行させること），ならびに幇助（他
人の犯罪を容易ならしめる行為）を行った者は，
共同行為者とみなされて，民法719条２項の損
害賠償責任を負う。
そして，第二の国際裁判管轄の問題は，各主
体の行為に対して，これまで述べた国際裁判管
轄の有無が判断され，管轄が肯定された場合に，
準拠法となる実体法に基づいて特許権侵害の有
無が審理される。

3 ．	事例による検討

3．1　仮想事例

上述した国際裁判管轄，準拠法の規定・判例，
域外適用や複数主体の考え方を踏まえ，属地主
義の問題と，複数主体の問題を惹起する典型的
な例について，仮想事例をもとに，海外から日

本に向けられた侵害の違法性ついて検討する。
図２に記載の仮想事例19）として，Ｘが，以下

のクレームの日本国特許権を有している。

そして，侵害被疑者であるＹが，日本のユー
ザＵ１，Ｕ２…（多数存在する。以下，Ｕ１らと
記載。）に対して，特許権者Ｘの特許権にあた
る請求項１のサービスを提供していた場合，な
らびにユーザのデバイスにインストールするた
めの請求項２のプログラムをアプリケーション
として提供していた場合の，日本での特許侵害
の成否について検討する。
Ｘ（日）：日本国特許権者
Ｙ（日）またはＹ（米）：侵害被疑者
Ｕ１ら：ユーザ

請求項１（コンピュータ実装方法）
　第１の位置にいる乗客に配車するためのコン
ピュータ実装方法であって，
（a）第１の位置にいる乗客の位置情報と配車リ
クエストを受信するステップと，
（b）蓄積された複数のドライバー情報から，第
２の位置にいるドライバーを選択するステップ
と，
（c）第１の位置を前記ドライバーに通知するス
テップと，
（d）前記ドライバーの第１の位置への到着を前
記乗客に通知するステップ
とを含む方法。

請求項２（ユーザプログラム）
　外部サーバとネットワークを介して接続可能
なデバイスに用いるプログラムであって，
　配車リクエストの入力開始に応じて，デバイ
スの位置情報を取得し，
　取得した位置情報を含む配車リクエストを生
成し，
　生成された配車リクエストを，ネットワーク
を介して外部サーバに送信する
ことをコンピュータに実行させるための配車リ
クエストプログラム。

図２　仮想事例のクレーム
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3．2　ケース１：サーバが国外にある場合

まず，一番簡単なケースとして，情報処理を
行うサーバのみが国外に設置されている場合，
例えば，日本法人であるＹ（日）が，米国内に
設置されたサーバを利用し，ネットワークを介
して，日本のユーザＵ１らにＸ（日）の請求項
１（コンピュータ実装方法）に抵触するサービ
スを提供している場合を考えてみたい。請求項
１（コンピュータ実装方法）を行うサーバは物
理的には米国に所在するため，Ｙ（日）が日本
で特許権侵害を行ったといえるだろうか。
このケースでは，Ｙ（日）は日本法人であり，
日本で業務も行っているため，日本の裁判所に
普通裁判籍（民訴３条の２第３項）がある。ま
た，準拠法は特殊な事情のない限り，特許権の
登録国であり，「加害行為の結果が発生した」（通
則法17条本文）である日本法となる。
次に，実体法の問題として，物理的な情報処
理はサーバが存在する米国で行われるため，Ｙ
（日）が日本においてＸ（日）の日本国特許権を
侵害しているといえるか。現在まで，日本では
このような争点の裁判例はないが，現実にはサ
ーバを利用して請求項１（コンピュータ実装方
法）の受信・選択・通知の各ステップを行って
いるのは日本に所在するＹ（日）である。また，
そのサービスの需用者も日本に所在するＵ１らで
ある。したがって，法的な不法行為地は，原因
行為地，結果発生地のいずれも，日本といえる

だろう20），21）。また，米国判例では，特許権侵害
においてシステム（物）のクレームの場合は「管
理と有益な使用（control and beneficial use）」
が米国内にある限り，その一部が米国外にあっ
てもよいと解釈される（Blackberry事件）22）。さ
らに，米国ではインターネット上の侵害行為の
管轄は，被告がその国に向けて活動を行ってい
ること等を要件とする判例法が確立している23）。
このように，ネットワークを介した知的財産
権侵害行為は，単にサーバが所在する物理的な
地ではなく，「管理と有益な使用」の地や，需
用者の所在地，被告がどの国に向けて活動を行
っているか等によって，実質的に不法行為地が
決定されている。侵害者がサーバを国外に設置
することは容易であるし，特許権が取得されて
いない地に会社を設立してネットワーク経由で
侵害行為を行うこともできる。しかし，結果ま
たは効果を得ることを意図する地を重視して侵
害行為地とすることで，商業的な実体に即した
解決が図れると考えられる。
なお，サーバが海外の特定国に存在する場合
だけでなく，クラウドソーシングのような，海
外の複数国にまたがる複数のサーバで分散制御
が行われ，データが保存・提供されている場合
であっても同様に解決できるであろう。

3．3　ケース２：侵害者が国外にいる場合

次に，米国法人Ｙ（米）社が，米国内に設置
されたサーバを利用して，自社のサーバを用い

図３　ケース１：サーバが国外にある場合

図４　ケース２：侵害者が国外にいる場合
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て，日本のユーザＵ１（日）らに同サービスを
提供している場合はどうか。
ユーザＵ１（日）らによる請求項２（プログ

ラム）の使用を，直接侵害として日本の裁判所
で訴えることは国際裁判管轄の点で容易だが，
ユーザＵ１（日）らは多数存在するため全員を
訴えることは現実的でない。さらに，Ｙ（米）
と同業のＸ（日）にとって，ユーザＵ１（日）
らは潜在的顧客であることが多く，顧客を訴え
ることはビジネス上困難である。そこで，
①  Ｙ（米）の請求項１（コンピュータ実装方法）
の侵害に対する差止請求および損害賠償請求
を日本の裁判所に訴えた場合，Ｘの請求は認
められるか。
この場合，属地主義の原則から，日本で取得
された方法特許を，特許が取得されていない国
外で実施しても特許権侵害とならない。Ｙ（米）
の請求項１の方法の実施（リクエストの受信，
ドライバーへの通知等）はすべてＹ（米）によ
って実行され，米国内のサーバで管理されてい
るため，Ｙ（米）の請求項１の方法の実施が，
日本においてした行為ということは困難そうで
ある。
一方，請求項２（ユーザプログラム）の侵害
を日本で争う場合，すなわち，Ｘ（日）が，日
本の裁判所において，日本国特許権に基づき，
②  Ｙ（米）に対して，ユーザプログラムを日本
のユーザＵ１（日）らに提供する行為の差止
請求，プログラムの廃棄請求，ならびに損害
賠償請求した場合，それぞれ請求が認められ
るか。

③  Ｙ（米）がユーザＵ１（日）らにユーザプロ
グラムを提供するために設置したホームペー
ジが「譲渡の申出」に該当するとして訴えた
場合，Ｘ（日）の請求は認められるか。

④  ユーザＵ１（日）らによるユーザプログラム
の使用行為の幇助ないし共犯として，共同不
法行為（民法719条１項または２項）に基づ

く損害賠償を請求した場合，Ｘ（日）の請求
は認められるか。
②では，カードリーダー事件最高裁判決によ
ると，日本国外において特許権侵害を積極的に
誘導する行為は違法でなく，差止請求，廃棄請
求，損害賠償請求は認められない。②の場合に，
Ｙ（米）によるプログラムの提供の場所が，米
国と日本のどちらであるかははっきりしない。
③では，上述のモータ事件を踏まえると，ユ

ーザプログラムを提供しているＹ（米）が国外
に所在していても，インターネット上のウェブ
サイト等を利用して日本で

4 4 4

譲渡の申出が行われ
たといえる場合，日本における管轄と請求が認
められる可能性がある。
①～③を踏まえると，外国に所在する者が，
ネットワークを介して日本の特許権を侵害する
サービスの提供を行っている場合であっても，
ユーザが使用するアプリケーションやデバイス
の特許権を取得しておくことで，アプリケーシ
ョンまたはデバイスの「譲渡の申出」（広告・
営業等）の行為を侵害行為として，不法行為地
の裁判管轄と，日本における直接侵害行為が立
証しやすくなるであろう。なお，この場合，侵
害物品がプログラムであれば，ユーザデバイス
では間接侵害となるため，直接侵害に問えるユ
ーザプログラムの方が有益といえる24）。よって，
侵害の態様を想定し，様々なカテゴリでクレー
ムを作成するのがよい。
もっとも，サーバクライアントシステムや，
ASPによるサービス等，デバイスやアプリケー
ションをユーザが必要としない態様で国外から
侵害行為が行われた場合は状況が異なると思わ
れるので，後述する。
最後に，④の場合を，上述のADSLモデム事

件を踏まえて考えると，Ｙ（米）は日本に向け
て，Ｕ１（日）らに対して請求項２（ユーザプロ
グラム）の提供を行っており，その幇助の結果
としてのユーザＵ１（日）らの直接侵害（プログ
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ラムの輸入，使用等）および損害は日本で発生
しているといえる。よって，不法行為地管轄が
認められやすいと考えられる。そして，Ｕ１らの
プログラムの輸入，使用等の行為は請求項２（ユ
ーザプログラム）の実施行為であるため，Ｙ（米）
のプログラムの譲渡と，Ｕ１らの実施行為との間
に相当因果関係および故意過失が認められれば，
共同不法行為は成立すると考えられる。
しかし，特許法による過失の推定がないため

故意・過失の立証が必要であるし，差止もでき
ない。属地主義の原則の観点から，外国におけ
る教唆・幇助行為の不法行為地管轄を否定した
裁判例16）もあり，肯定説，否定説の両説がある。

3．4　ケース３：日本に営業拠点がある場合

最後に，ケース２の場合に，米国法人Ｙ（米）
社が，日本国内の営業所として日本法人Ｙ（日）
を有する場合はどうか。日本の市場において侵
害行為が一定規模以上である場合，完全に国外
から規模を拡大することは困難であるから，日
本に営業拠点等を有する場合が多い。Ｙ（日）
を被告とする場合は，普通裁判籍等により日本
に管轄権があることが明らかである。しかし，
実際に日本に向けて請求項１（コンピュータ実
装方法）をサービスとして提供し，請求項２（ユ
ーザプログラム）を日本に向けて提供している
のは，国外のＹ（米）である。したがって，
①  Ｙ（米）とＹ（日）の行為を一体としてとら
えて，日本における請求項１（コンピュータ

実装方法）の使用に該当するとして訴えた場
合，Ｘ（日）の請求は認められるか。
この場合，親会社，子会社等の資本関係が存

在する場合であっても，必ずしも，海外の親会
社の行為が，日本の子会社の行為とみなせるも
のではない25）。Ｙ（日）の実体がなく法人格が
否定されるような場合であれば別だが，Ｙ（米）
とＹ（日）の異なる法人を一体としてみること
は困難である。また，Ｙ（米）がＹ（日）の「手
足」であるといえれば，間接正犯としてケース
１と同じ構造でＹ（日）の侵害といえるかもし
れないが，Ｙ（日）が営業拠点に過ぎない場合，
Ｙ（米）がＹ（日）の「手足」とはいいがたい。
そこで，Ｙ（日）に対して，

②  Ｙ（日）の営業行為が，顧客への請求項２（ユ
ーザプログラム）の「譲渡の申出」に該当す
るとして訴えた場合，Ｘ（日）の請求は認め
られるか。

③  Ｙ（日）の行為は，Ｕ１（日）らによる顧客
への請求項２（ユーザプログラム）の使用行
為の幇助ないし共犯として，共同不法行為（民
法719条１項または２項）に基づく損害賠償
を請求した場合，Ｘ（日）の請求は認められ
るか。
②の場合，譲渡と譲渡の申出が同一主体によ
って行われる必要があると厳格に解すれば，侵
害にはならない。一方，自ら行う譲渡である必
要はなく，Ｙ（日）とＹ（米）が密接な関連を
有する場合には，Ｙ（日）はＹ（米）の譲渡に
関する譲渡の申出を行っていると認められる場
合もあるとの見解もある26）。ただし，その場合
でも，「密接な関連」とはどの程度の関係（例
えば，資本関係，契約関係等）を必要とするか
は明らかでない27）。
③の場合，ケース２の④と同様に，共同不法
行為の成立は，Ｙ（日）の営業行為と，Ｕ１ら
の実施行為との間に相当因果関係および故意過
失の立証が必要であり，違法性についても肯定

図５　ケース３：日本に営業拠点がある場合
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説，否定説の両説がある。
仮に，模倣品の物品がＹ（日）によって輸入

され，日本国内で販売される場合，Ｙ（日）の
直接侵害は明らかである。水際での取締りも可
能である。しかしながら，ネットワーク経由で，
海外から直接にユーザにサービスやアプリケー
ションが提供される場合は，侵害の把握が困難
であるし，営業拠点として日本法人が存在する
場合でも，侵害の責任を問うことは容易ではな
い。
なお，このケースに類似する我が国の判例と
して，韓国企業Ｙを親会社とする関連日本法人
Ｙ’を被告とし，Ｙが管理運営する日本国外に
設置されたサーバを用いて日本の特許権の侵害
にあたるサービスを日本のユーザに提供してい
た事例がある。しかしながら，本件では，Ｙ’
の侵害主体性について争点になっていない（イ
ンターネットナンバー事件）28）。

4 ．	海外からの侵害行為への対処

4．1　現行法における対処

（1）クレーム・ドラフティングと外国出願
ケース１～３の仮想事例の検討から，海外か
らのネットワークを介して日本の市場に対し
て，日本の特許権を実施している場合でも，我
が国に国際裁判管轄があり，かつ実体法におい
ても我が国の特許権侵害といえるためには，多
くのハードルを越えなければならない。
システム全体を，システムまたは方法クレー
ムで特許を日本で取得していても，海外に所在
する者が同方法を実施して日本の市場に入って
きた場合に，その特許権で対抗するのは現行法
では困難が多い（ケース２①，ケース３①）。
しかし，国内の侵害者に対しては有効であるし
（ケース１），外国にも同じ権利を有する場合に，
その国の法律では有益な権利となるかもしれな
い。

一方，ユーザプログラムやユーザアプリケー
ションの特許の場合，プログラムを提供する者
が海外に所在していても，日本における「譲渡」
や「譲渡の申出」と認められる余地はあり（ケ
ース２③，ケース３②，モータ事件），日本の
ユーザによる直接又は間接侵害の教唆・幇助行
為（ケース２④，ケース３③，ADSLモデム事件）
としてもとらえうる。
したがって，技術的または商業的に実施行為
が越境することが想定されるサービスを権利化
する際は，実施行為の越境の問題をできる限り
回避し，かつ多様な形態の侵害行為に対処する
ため，以下が現時点での次善の策と思われる。
①  全体のシステムクレームまたは方法クレー
ム，ユーザに提供するデバイスクレームまた
はアプリケーションのプログラムクレーム等
の，複数のカテゴリのクレームを多面的に作
成し，

②  将来的にサービスを提供することが想定され
る地域と，競合企業の存在が想定される地域
に可能な限り出願しておく。
なお，①について，複数主体の問題を惹起さ
せないため，単一のクレームは単一の主体が実
施する範囲で記載する29）。また，米国では，実
施行為の越境について，システムクレームと方
法クレームで判断が異なった裁判例もあるた
め，複数のカテゴリでクレームを記載したほう
がよい22），30）。複数のカテゴリのクレームを権利
取得する場合に，各クレームが，新規性・進歩
性等の特許要件を満たすとは限らないが，なる
べく多くの技術的特徴をとらえてクレームを作
成すべきである。これらの点に気をつけること
で，比較的，海外からの特許権侵害に対して対
処しやすくなると思われる。

（2）現行法の限界
ユーザプログラムを含めた多面的カテゴリの
保護に成功しているクレームであっても，海外
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からの侵害に対処することは困難な場合もある。
複数国で特許権を取得していても，後から来
る侵害者は，特許権が取得されていない国で発
明の実施行為を行うことも可能であり，属地主
義の原則が時に侵害者側に悪用される問題もあ
る。
サーバクライアントシステムや，ASPによる
サービス（SaaS：Software as a Service）等，
ユーザがデバイスやアプリケーションを必要と
しない態様で国外から侵害行為が行われた場合
は，プログラムの転送を伴わずにユーザＵ１（日）
らにプログラムの機能のみを使用させるため，
プログラムの占有移転は無い31）。このような，
ユーザ側の端末にはプログラムが存在せず，ユ
ーザは処理結果のデータを受け取るのみのサー
ビスが提供される場合，このような行為がプロ
グラムの「譲渡」に該当するかは明らかでない。
さらに，ユーザの使用するアプリケーション
やデバイスのクレームで権利が取得できていて
も，B to Bの取引の場合，「譲渡」や「譲渡の
申出」の行為の立証が困難である。現行法下，
クレーム・ドラフティングと国際出願のみによ
る対処は限界がある。
ネットワークを経由して国外から日本の市場
に向けられた侵害行為は，一般の事件に対して
国際裁判管轄や準拠法選択が問題となりやすい
が，我が国の裁判例はわずかである。管轄の有
無の予測可能性が低いことにより，日本に管轄
があるか提訴してみなければ分からず，和解交
渉も進まないということになりかねない32）。
また，判決の予測可能性が低く，そのことが
権利者の侵害訴訟提起を萎縮させるという悪循
環を引き起こしている。このことは他国と比較
した日本の知財関連訴訟件数の少なさからも読
み取れる（年間，米国約4,000件，中国約7,800
件に対し日本約200件）33）。このような状況下で
は，企業が国際的な知的財産戦略，出願戦略を
構築することは困難であろう。

したがって，我が国において，海外の侵害者
がネットワーク等を介して日本の市場に対して
侵害行為を行っている場合の，我が国の裁判所
における管轄権の有無や，実体法における侵害
の有無について，予測可能性と安定性を担保す
るため，条約や国内法で明文の規定を設けるこ
とが急務である。

4．2　条約・国内法改正の動向

（1）国際的な議論の状況
１）国際私法に関する条約の議論の状況
ここまで読み進めた読者は，ネットワーク経
由で複数国にまたがって行われる侵害行為であ
れば，世界的にルールを統一すればよいと考え
るだろう。しかし，先進国間での国際裁判管轄，
準拠法，外国判決の承認・執行に関する条約の
作成が議論されていたハーグ国際私法会議は，
ロング・アーム法により自国の領域外の被告に
対して管轄を広く肯定する米国と，米国の過剰
管轄を制限したい我が国や欧州諸国等とで合意
には至らず，10年余りの時間を費やしたにもか
かわらず2005年に管轄合意に関する小規模な条
約案を採択したのみで終わった32）。その後も，
国際的な知的財産の紛争解決の予測可能性を高
めるために，米，欧州，日韓等でそれぞれ国際
私法原則が提案されているが，近い将来に，条
約等により先進国や新興国を含めた統一的なル
ールが定められる見込みはない。
２） WIPOによるインターネット上の商標に関
する共同勧告
条約により国際私法原則を統一するにはさら

に長い年月を要すると思われるが，法的拘束力
を有しない共同勧告により，ゆるやかにハーモ
ナイズが進められたこともある。商標分野では，
2001年にWIPOにおいて「インターネット上の
商標及びその他の標識に係る工業所有権の保護
に関する共同勧告」34）が採択されている。同共
同勧告では，インターネット上における標識の
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使用については，サーバの設置場所のみならず，
使用言語，通貨，特定国におけるビジネスやア
フターサービスの有無等を総合的に考慮して，
特定国における「商業的効果（commercial 
effect）」の有無によって不法行為地を判断する
というものである。同勧告は，加盟国に対して
法的拘束力を有するものではないが，インター
ネット上の知的財産権侵害に対して，世界的に
ハーモナイズされた考え方の形成に寄与するも
のであり，企業にとっても国際出願と知財戦略
構築の目安になるものである。
商標分野では，ECサイト上の模倣品販売等

の，インターネット上の商標権侵害の問題が古
くから顕在化していることから，2001年という
早期にこのような共同勧告がなされた。特許分
野では同様の共同勧告はなく，議論も行われて
いない。しかし，近年のネットワークを利用し
たサービスの市場の拡大を踏まえると，非拘束
的であっても統一的な考え方が示されることは
十分に意義があると思われる。

（2）国内での議論の状況
１）間接侵害に関連した制度改正案
国内では，平成14年法によるネットワーク関

連発明の保護強化のための，実施の規定（特許
法２条３項）や間接侵害の規定（特許法101条）
の見直しの際に，米国にあるような積極的誘因
型の規定の導入についても検討された35）。
しかし，同規定の導入は，「間接侵害規定の
拡張による影響と，今後の技術革新，ネットワ
ーク上での取引動向を注視しつつ，対策の具体
化に向けて検討を継続すべき」として，同年の
法改正への間接侵害規定の追加は見送られてい
る。
平成14年法から十分に時間は経過しているの
で，再度検討が行われてよい頃である。
２）「使用」に関連した改正案
他の改正の方向として，特許法２条３項の「使

用」とは，①ネットワークによる役務の提供を
含むこと，ならびに，②発明の目的が国内で達
成されるような場合，効果が国内で発生する場
合，または，利益を国内で享受される場合には，
国内で実施されたとみなす，という法改正案が
挙がっている36），37）。この他，具体的な条文改正
も提案されている38）。

（3）今後の展望
クラウドコンピューティング，IoT，ASP，

3Dプリンタ等の新しい技術を利用したサービ
スの発明が，ネットワークを介して海外から我
が国に向けられた特許権侵害行為に対して，日
本の現行制度で十分に保護することができてい
るか，法令や裁判例から明らかではなく，予測
可能性が低い状況にある。平成14年以降の検証
は不十分であり，早急の法的対応が望まれる。
そして，国内法において，新しい技術に対応

した情報サービス関連発明が適切に保護される
と共に，一方で，属地主義の原則を逸脱する過
度な域外適用や，情報の自由な流通が阻害され
るような過度な保護とならぬよう，ネットワー
ク上の特許権侵害に関する諸外国の制度調和が
長期的に望まれる。

5 ．	おわりに

本稿では，渉外的要素を含む知的財産訴訟に
おいて問題となる，国際裁判管轄および準拠法
と，複数主体による侵害の類型について概説し，
次に，事例による検討を踏まえて，現在で出願
人がとりうるクレーム・ドラフティングと出願
戦略について検討し，最後に，国内外での議論
の状況および今後の展望について述べた。
インターネットを介した海外からの特許権侵

害の問題は，国際裁判管轄や準拠法等の渉外的
要素の側面や，属地主義，域外適用等の実体法
の側面等，様々な観点から論じられており，さ
らに商標や著作権等の他の知的財産権における
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議論も関連してくる。そのため，問題の全容を
理解するのに時間と根気を要する。本稿が，ネ
ットワーク上の特許権侵害について考察する際
の一助になれば幸いである。

（本稿は筆者個人の見解であり，所属する組
織の見解を表明するものではありません。）
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